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第１ はじめに 

１ 設立からの経緯及び第３期広域計画の策定の趣旨 

 (1) 設立からの経緯 

関西広域連合（以下、「広域連合」という。）は、制度疲労を起こしている現在の

中央集権体制を打破し、自ら政策の優先順位を決定・実行できる個性豊かで活力に

満ちた関西を創り上げていくために、志を同じくする滋賀県、京都府、大阪府、兵

庫県、和歌山県、鳥取県及び徳島県の２府５県により平成22年12月に設立された。

平成24年８月には、関西圏の４政令市（以下、「構成指定都市」という。）すべてが

加入し、さらに、平成27年12月には奈良県が加入したことにより、広域行政体とし

て権能・事業執行力がより一層充実された。（以下、２府６県４政令市を「構成団体」

という。） 

これにより、関西全体の広域行政を担う責任主体の枠組みが確立され、国出先機

関の事務・権限の受け皿として国と地方の二重行政の解消に取り組み、関西全体と

してスリムで効率的な行政体制へ転換し、関西が全国に先駆けて地方分権の突破口

を開きリードしていくことを目指す体制が構築・強化された。 

 (2) 第３期広域計画の策定の趣旨 

広域連合では、関西全体の広域行政を担う責任主体づくりとして取り組むことを決

定した広域防災をはじめ７分野の広域事務について、必要に応じてその拡充を図りな

がら、積極的な取組を進めてきた。東日本大震災発災時のカウンターパート方式によ

る被災地支援、広域連合管内全域を二重にカバーするドクターヘリの運用等着実な成

果をあげてきた。しかし、一方では、感染症対策に係る情報共有や連絡体制の強化等、

分野をまたぐ広域課題も発生してきている。 

また、政策の企画調整等についても「広域インフラのあり方」等継続的・計画的に

取り組むべき重要な課題に対しては、組織的に対応してきたほか、「援助・配慮マー

ク」についての取組等、広域連合委員会の場を活用した構成団体間の共通課題の調整

にも、積極的に取り組んできた。 

一方、地方分権改革については、国の出先機関の‘丸ごと’移管について継続し

て国に要請を行ってきたが未だ実現には至っておらず、国の事務・権限の移譲につ

いては国が創設した「地方分権改革に関する提案募集制度」を活用し広域連合に相

応しい大括りの提案を行っているが事務・権限の移譲には至っていない。 

このような取組の積み重ねや、少子高齢が進展し人口減少社会を迎えた現在の状

況を踏まえ、広域連合では今後の３年間、以下の考え方に基づき、取組を積極的に

進める。 

 ア 広域事務 

引き続き７つの広域事務に積極的に取り組むとともに、分野をまたぐ広域課題に

対しても、分野間連携等により積極的に対応していく。また、東京一極集中を是正

し、関西圏域の活力を取り戻すために策定した「関西創生戦略」について、構成団
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体と一丸となって積極的に取り組む。 

   イ 政策の企画調整等 

構成団体の連携・協働により大きな効果を発揮する施策等について、広域連合委

員会で合意形成を図った上で、積極的に取り組む。特に、琵琶湖・淀川流域対策に

ついて先駆的な取組を拡充するほか、広域インフラのあり方の検討やイノベーショ

ンの推進についても引き続きその推進を図る。 

   ウ 分権型社会の実現 

地方分権改革が進展を見ない中、関西に政治、行政、経済、文化等のもう一つの

核の形成を目指す「国土の双眼構造の実現」並びに国出先機関の移管、国の事務・

権限の移譲及び広域行政のあり方検討を柱とし、分権型社会の実現を目指して積極

的な取組を展開する。 

２ 広域計画の期間及び対象区域 

(1) 期間  

広域計画の期間は、平成 29 年度から平成 31 年度までの３年間とし、計画期間の

満了年度に改定する。 

ただし、広域連合長が必要と認めた場合は、随時改定する。 

(2) 対象区域 

広域計画の対象となる区域は、構成団体の区域とする。 

 

 

 
 
 
 

  

 

【域内の概要】 

人 口：2,205 万人（全国の 17％）「平成 27 年国勢調査」 

面 積：35,005km2（全国の９％）「平成 27 年全国都道府県面積調」 

総生産：841,496 億円（全国の 17％）「平成 25 年度県民経済計算」 
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第２ 広域連合が目指すべき関西の将来像 
 

１ 基本的な考え方 

少子高齢が進展し人口減少社会を迎えた今日、人や企業が首都圏に集中する状況を

放置すれば、地方の産業やにぎわいの衰退を招き、国全体では、災害等の危機に対す

る脆弱性が増すばかりか、没個性化した地域社会、人と人とのつながりの希薄化等、

様々な弊害が発生する。多様な地域特性を持つ関西が中心となり、東京一極集中の是

正を図り、その克服を目指さなければならない。 

関西は、世界的に価値のある歴史・文化遺産、高等教育機関の集積、科学技術基盤

に恵まれるとともに、文化庁の全面的な移転も決まるなど、国土の双眼構造の一翼を

担うのに相応しい圏域である。 

また、都市と農村が近接し両者の魅力を同時に享受できるという地域特性、阪神・

淡路大震災の経験も経て育まれた共助や自主独立の高い意識、環境問題への先進的な

取組といった関西の強みを最大限活かし、国内外の圏域に対して優位性を高め、関西

への人の流れをつくり、地域全体の発展につなげることも可能である。 

さらには、歴史的・経済的にアジアとの結びつきが強く、国際拠点空港や、国際戦

略港湾、日本海側拠点港をはじめとする港湾が存在するなど交通・物流基盤が充実し

ており、アジアとの窓口が開かれている。 

このような関西が持つ強みを活かし、広域連合が目指すべき将来像の基本的な考え

方として次の３点を定め、これらが実現した圏域としての関西の創造を目指す。 

(1) 国土の双眼構造を実現し、分権型社会を先導する関西 

首都直下地震に対する備え、東京一極集中による地方の疲弊に対応し、国民の不

安の払拭、国民が求める成長、豊かな社会の実現を目指していくためには、我が国

の統治構造を中央集権ではなく、自立分権型に変えていくことが不可欠であり、東

京から関西への拠点分散化を実現し、国土の双眼構造への転換を図るとともに、他

地域に先駆けて分権型統治手法を実践している関西が分権型社会を先導することが

必要である。 

そのため、関西での首都機能バックアップ、中央省庁や研究機関、研修機関等首

都機能の平時からの分散、首都圏とのインフラ格差の是正を、経済界とも一体とな

って強力に推進するとともに、東京一極集中を打破し、関西と関東の双方に政治、

行政、経済、文化等の核が存在する国土の双眼構造への転換を推進する。 

また、国の出先機関の‘丸ごと’移管をはじめとした国からの事務・権限の移譲

を積極的に求め、政策の優先順位を自ら決定・実行できる自主・自立の関西の実現

を目指す。 

 (2) 個性や強みを活かして、人の環流を生み出し、地域全体が発展する関西 

人口減少に伴う課題を克服するためには、高次都市機能を集積するだけでなく、

周辺農村部等の文化や自然、農林水産業等、各地の多様な資源や地場の営みを守り

高めることが重要である。さらに、都市、農村それぞれが相互に恩恵を享受すると
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ともに、安全・安心な地域づくりや環境問題へ積極的に対応してきたノウハウ等を

十分に活用することも重要である。これらの取組により、各地域の魅力を高め、「人

の環流」を生み出し、地域全体が発展する関西を創造する。 

  (3) アジアのハブ機能を担う新首都・関西 

国際的な地域間競争を勝ち抜くため、大学・研究機関等の連携による産業クラス

ターの形成や価値のある歴史・文化遺産、多様な地域資源等を結びつけた観光ルー

トの設定等、“人”をひきつける関西の魅力に一層磨きをかけ、「はなやか関西」を

コア・コンセプトとする関西ブランドをオール関西で世界へ発信するとともに、こ

れらを支える基盤を構築することにより、ハード・ソフト両面におけるアジアのハ

ブ機能を担う関西を創造する。 

２ 将来像 

   基本的な考え方に基づき、以下のとおり、内に向けての関西地域内の均衡ある地域

形成を目指して定めた将来像から、また、外に向けての関西が国際的な地域間競争に

勝ち抜くことを目指して定めた将来像まで、６つの将来像を設定し、その実現を目指

して、構成団体一丸となり取り組む。  

１ 危機に強く、防災・減災のモデルとなる関西 

関西の防災に係る資源を活用し、そのネットワーク化を図ることにより、関西全体

の安全・安心を向上させ、国内のみならず世界の防災・減災モデル“関西”を目指す。 

２ 医療における安全・安心ネットワークが確立された関西 

関西の各地域の医療資源の有機的な連携により、特にドクターヘリ等救急医療面で

多重的なセーフティーネットを構築し、安全・安心の医療圏“関西”を目指す。 

３ 国内外にわたる観光・文化・スポーツの交流拠点関西 

世界に誇る観光資源や歴史文化遺産、スポーツ施設を活かし、さらに魅力を高めな

がら情報発信を行うとともに、関西に移転する新・文化庁とも連携して積極的に関

西・日本を元気にする新しい取組を展開し、国内だけでなく海外との地域間競争に打

ち勝つ国際観光・文化・スポーツ圏“関西”を目指す。 

４ 世界に開かれた経済拠点関西 

グローバル化が進展する中で地域間競争に打ち勝つため、関西の各地域の強みを束

ね、関西全体で「人・モノ・情報」の流動化を図り、世界に開かれた西日本の経済拠

点“関西”を目指す。 

５ 地球環境問題に対応し、持続可能な社会を実現する関西 

都市と自然の魅力が同時に享受できる関西の地域特性や高度に集積する環境関連

産業のポテンシャルを基盤として、省エネや資源循環の推進及び再生可能エネルギー

の導入促進等、地球温暖化対策をはじめとする環境問題への対応を先導し、環境先進

地域“関西”を目指す。 

６ 人やモノの交流を支える基盤を有するアジアの交流拠点関西 

経済、環境、医療、観光等における関西の魅力を活かして人が集い、また、港湾や
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高速道路等の一体的な管理運営による物流コストの低減にも配慮した新しい社会基

盤を構築し、人やモノの交流を支える基盤を有するアジアの交流拠点“関西”を目指

す。 

 

３ 将来像実現に向けた広域連合の役割 

   広域連合は、①分権型社会の実現、②関西全体の広域行政を担う責任主体づくり、

③国の事務・権限の受け皿づくりを目的に設立された団体である。 

このような設立目的を踏まえ、現在の中央集権体制を打破し、政策の優先順位を自

ら決定・実行できる個性豊かで活力に満ちた自主・自立の関西を創り上げていくこと

を目指し、将来像の実現のため、関西で一元的に対応することが望ましい事務・権限

を精査の上、国からの事務・権限の移譲等、地方分権改革の推進に取り組むとともに、

広域課題への対応の更なる深化を図る。 

また、将来像の実現には、地方創生の更なる深化が重要であることから、広域連合

は構成団体の取組との整合性を図りながら、積極的に連携し、「関西創生戦略」の実

現に向けて取り組む。 

さらに、そのような取組のみならず、広域連合、国や構成団体、圏域内の市町村、

経済界やＮＰＯ、住民といったあらゆる主体の総力の結集が必要である。そのため、

広域連合は関係者に対し、将来像とその実現に向けた行程を提示・共有した上で、様々

な事業・施策を効果的に結びつけ、積極的に連携・協働を図り、課題解決の先導的役

割を果たすことで、関西における広域行政の責任主体としてリーダーシップを発揮し

ていく。 
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第３ 第２期広域計画（H26～28）の取組の総括 
 

広域連合は、７つの広域事務（広域防災、広域観光・文化・スポーツ振興、広域産業

振興、広域医療、広域環境保全、資格試験・免許等、広域職員研修）を実施するととも

に、関西における広域的な課題にも構成団体一丸となって取り組んできた。 

また、国に対し、国出先機関の事務・権限の移譲を継続して求めるとともに、平成26

年から国において実施された地方分権改革に関する提案募集制度を活用し、広域行政の

責任主体に相応しい事務・権限の国からの移譲について提案を行うなど、地方分権改革

の推進に取り組んできた。 

１ 広域事務 

７つの広域事務については、各分野別計画に基づき積極的に取組を進めるとともに、

平成27年９月に広域観光・文化振興局にスポーツ部を設置し、広域観光・文化・スポ

ーツ振興局に改組するなど、分野事務の拡充も図ってきた。 

なお、各分野では、広域計画に重点方針を定めており、設定した目標は概ね達成し

ているが、広域防災分野では新型インフルエンザ等の新たな訓練の実施について、広

域医療局と連携した会議の実施にとどめたこと、広域観光分野では「関西限定通訳案

内士（仮称）」の創設ついて、国の検討の方向性を見極める必要があったこと等、一部

の分野で目標を達成できなかった項目もあった。 

一方、防災分野と医療分野（感染症対策に係る情報共有や連絡体制の確認）、観光分

野と産業分野（観光トッププロモーションと連携した関西の産業ポテンシャルの発信

等）等、分野をまたがる広域課題に対して、分野同士が連携して対応している事例が

発生しており、相乗効果が期待できる取組については、今後さらに分野間連携を進め

る必要がある。 

基本方向や可能性を検討するとされていた大学間連携等の高度人材育成・確保策に

ついては、十分な検討が行われていないため引き続き検討が必要である。公設試験研

究機関の連携の強化については、工業系公設試験研究機関の連携は進んでいるが、そ

れ以外は進んでいない。 

また、連合議会から指摘された女性が活躍できる施策等、現在の７分野では対応困

難な新たな課題についても、対応を検討する必要がある。 

   [各分野の３か年の主な取組] 

  （広域防災） 

○ 南海トラフ地震の大規模災害を想定し、発災直後から概ね１週間後までの、

構成団体間の応援・受援の実施手順を整理し、シナリオ化した「南海トラフ地

震応急対応マニュアル」を策定した。 

○ 平成28年熊本地震において、災害対策支援本部を設けるとともに、熊本県庁

に現地支援本部を、益城町、大津町及び菊陽町に現地連絡所を設置し、益城町

に支援チームを派遣したほか、避難所運営、窓口業務、家屋被害認定等の人的



7 

 

支援や物的支援を行った。また、鳥取県中部地震において、災害対策準備室を

設置し、家屋被害認定等の人的支援や物的支援を行った。 

（広域観光・文化・スポーツ振興） 

○ 海外トッププロモーションやＫＡＮＳＡＩ国際観光ＹＥＡＲ事業等を着実に

推進するとともに、広域観光周遊ルート「美の伝説」の認定や関西国際観光推

進本部の設立等、新たな事業展開に取り組んだ。 

○ 関西が一体となった文化振興と魅力発信を進めるため、「文化の道」事業や「関

西文化の日」等を実施した。 

○ 広域連合として取り組むべきスポーツ振興施策を明確にし、ライフステージ

に応じたスポーツ活動を振興するため、関西が一体となった取組の方向性を示

した｢関西広域スポーツ振興ビジョン｣を平成28年３月に策定した。 

  （広域産業振興） 

○ 民間主催の医療総合展「メディカル ジャパン」でのブース出展や大学等の研

究成果と企業のマッチングのためのセミナー等を実施することで、関西の強み

であるライフサイエンス分野のビジネスの場の創出を図った。 

○ 広域観光・文化・スポーツ振興局が実施するトッププロモーションと連携し、

海外に関西の産業ポテンシャルの情報を発信するとともに、国内の大規模展示

商談会に出展し、関西の優れた工業製品について、効率的・効果的なプロモー

ションを行った。 

○ ６次産業化や農商工連携の取組と連携し、構成団体が実施している農林漁業

者と商工業者の交流会等のマッチング事業に府県域を越えて参加できるよう取

り組んだ。 

○ エリア内産農林水産物の消費拡大を図るため、企業の社員食堂等で域内の食

材を使った料理提供に協力頂く「おいしい！ＫＡＮＳＡＩ応援企業」登録推進、

学校栄養士等を対象とした関西広域連合給食試食会の開催、府県域を越えた出

前授業や直売所交流のマッチングに取り組んだ。 

（広域医療） 

○ 平成27年度から京滋ドクターヘリが加わり、３府県ドクターヘリ、大阪府ド

クターヘリ、徳島県ドクターヘリ、兵庫県ドクターヘリ、和歌山県ドクターヘ

リの連合管内６機体制を構築し、「30分以内での救急搬送体制」を確立した。  

○ 広域連合から危険ドラッグ撲滅に向けた国への提言を行い、薬事法が改正さ

れるとともに、全ての構成団体において、薬物濫用防止条例の制定へと結び付

けた。 

  （広域環境保全） 

○ 再生可能エネルギーの導入促進について、情報交換会を開催し、導入促進に

関する課題や情報等の共有を図るとともに、ポータルサイトを開設し、支援制

度等の情報を統一的に発信するなど、構成団体での効果的な施策の構築・実施

を支援した。 
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○ ニホンジカ対策では、森林生態系被害状況の把握、人材育成を主眼においた

モデル地域の選定と計画策定及び試行的捕獲を実施、カワウ対策では、生息動

向調査や被害状況調査等により生息数、被害状況等を把握するとともに、捕獲

手法の開発検討を実施した。 

  （資格試験・免許等） 

○ 調理師、製菓衛生師、准看護師に係る試験・免許交付を一元的に実施し、事

務執行の効率化と経費の縮減を実現した。 

  （広域職員研修） 

○ 政策立案研修及び団体連携型研修を実施し、幅広い視野を有する職員の養成

及び業務執行能力の向上、構成団体間の相互理解や人脈づくりに寄与した。 

２ 政策の企画調整等 

広域連合は、関西全体として取り組むべき事務を主体的に担う特別地方公共団体と

して、広域にわたる行政の推進に係る基本的な政策の企画及び調整に関する事務に対

応してきた。 

広域計画に記載し、継続的・計画的に取組を進めることとしたものについては、国

への働きかけを行うなど、計画に沿った対応を行ってきたが、水素社会実現に向けた

取組等、新たな課題も生じている。 

また、「関西圏域の展望研究会」及び「琵琶湖・淀川流域対策に係る研究会」を設

置し、事務局機能を担いながら研究会活動に必要な関西圏域の基礎データの収集・分

析を行うほか、近畿圏広域地方計画に対する意見発出等を行ってきた。 

今後、こうした取組により蓄積された多様な人的ネットワーク基盤を有効に活用・

継承していくことが課題となっている。 

また、構成団体が取り組む援助・配慮が必要であることを示すマークによる運動と、

援助・配慮を実践する運動について、広域連合で両者を合わせて普及・ＰＲを行うこ

ととするなど、広域連合委員会の場を活用した構成団体間の共通課題の調整にも取り

組んだ。 

    （広域インフラのあり方） 

○ リニア中央新幹線の大阪までの全線同時開業を継続的に国に要望した。 

○ 北陸新幹線の一日も早い大阪までのフル規格での整備を継続的に国に要望

するとともに、与党整備新幹線建設推進プロジェクトチーム（北陸新幹線敦

賀・大阪間整備検討委員会）に出席して意見表明を行った。 

○ 関西の主要港湾の現況調査をもとに、各主要港湾の機能強化の観点から、

連携施策について今後の方向性を検討した。 

（エネルギ－政策の推進） 

○ 夏冬の電力ピーク時の電力需給検証を行うとともに、「家族でお出かけ節電
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キャンペーン」等の節電対策を推進した。その結果、電力需給ひっ迫が回避

され、平成28年においては、特別な取組は不要となった。 

○ 再生可能エネルギーの導入促進等について、情報交換会を開催することで

構成団体間の情報共有を図るとともに、ポータルサイトを開設し、国や構成

団体等のエネルギー関連情報を発信した。また、再生可能エネルギー導入促

進等について国に提案した。 

（特区事業の展開） 

○ ライフサイエンス分野やバッテリー等のグリーン分野におけるイノベーシ

ョン創出を目的とした「関西イノベーション国際戦略総合特区」については、

全国７つの国際戦略総合特区のうち最多となる51プロジェクト92案件で税制

優遇や財政支援等が認定された。 

○ 国家戦略特区については、大阪・兵庫・京都全域を対象とする関西圏と養

父市が区域指定され、関西圏は26事業、養父市は20事業が認定された。 

（イノベーションの推進） 

○ 健康･医療分野における産学官連携のプラットフォーム「関西健康・医療創

生会議」を設立し、「医療情報」、「遠隔医療」、「少子高齢社会のまちづくり」、

「認知症への対策」、「人材育成」の５つの分科会を立ち上げ、研究会やシン

ポジウムを実施した。 

○ 国家戦略特区における新たな措置として、５件（水素ガス及び革新的事業

連携型での追加指定関連）を県市と共同で提案した。 

 （近畿圏広域地方計画への意見提出） 

○ 国の近畿圏広域地方計画の改定に際し、関西圏域の展望研究会報告書をも

とに、広域連合として意見を提出した。 

 （関西創生戦略の策定） 

   ○ 「まち・ひと・しごと創生法」（平成 26 年法律第 136 号）第９条第１項に基

づき、東京への一極集中を是正し、地域課題の解決を図り、関西圏域の活力を

取り戻すため、７つの広域事務等、各府県市単独では出来ない広域的な取組や、

広域連合が連絡調整する方が効率的かつ効果的な取組を緊急的かつ集中的に

展開することを目的に、「関西創生戦略」を策定した。 

    （ワールドマスターズゲームズ2021関西への支援） 

    ○ 「ワールドマスターズゲームズ2021関西」の成功及びスポーツツーリズムに

よる地域活性化を目指し、広域連合が中心となり、国・地方自治体、経済界・

スポーツ関係団体等が参画する（一財）関西ワールドマスターズゲームズ2021

組織委員会を設立した（平成26年12月）。 
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３ 分権型社会の実現 

 (1) 「国土の双眼構造の実現」に向けた取組 

経済界と一体となって、政府機関等の移転に向け取組を進め、文化庁の京都への全

面的な移転及び「地域文化創生本部（仮称）」の設置、消費者庁「消費者行政新未来

創造オフィス（仮称）」の徳島への開設、総務省統計局「統計データ利活用センター

（仮称）」の和歌山への開設の決定を見たほか、首都機能バックアップ構造の実現、

高速鉄道網の整備促進に向けた国等への要望活動に取り組むなど、「国土の双眼構造

の実現」に向け、積極的に取組を進めてきた。 

 (2) 地方分権改革の推進 

設立のねらいの一つである国の出先機関の‘丸ごと’移管については、連合設立以

来、継続して国に対して要請を行ってきたものの、政権交代による政府の方針転換や、

広域連合への移管のメリットを十分に提示できなかったこと等の理由により未だ実

現されていない。 

また、国では地方分権改革に関する提案募集制度を平成26年度に創設し、地方の発

意による地方分権改革を進めることとしたことから、府県域を越える行政課題に対応

する広域連合に相応しい事務・権限の移譲について、大括りの提案を行ってきたが、

事務・権限の移譲には至っていない。 

  



11 

 

第４ 第３期広域計画（H29～31）の取組方針 

１ 基本方針 

第２に定める「広域連合が目指すべき関西の将来像」の実現を目指し、この３年で

は、構成団体の協力の下、７つの「広域事務」及び官民連携、政策間連携、地域間連

携等により「関西創生戦略」を推進し、広域事務の充実に取り組むとともに、「政策の

企画調整等」に積極的に取り組む。その際には、府県域を越える広域的な事務につい

て、構成団体、市町村との役割分担のもと取り組むこととする。 

また、分権型社会を構築するため「国土の双眼構造の実現」に向けて取り組むとと

もに、関西全体の広域行政を担う責任主体として、自ら政策の優先順位を決定し実行

できる関西の実現を目指し、「地方分権改革の推進」にも取り組む。 

２ 広域事務 

 (1) 基本的な考え方  

広域で処理することによって住民生活や行政効果の向上又は効率的な執行が期待

できる事務のほか、国からの権限移譲を受けることによって関西の広域的な課題を解

決できる事務を広域連合で実施することを基本としつつ、国の事務・権限の移譲を受

けることを念頭に置きながら、７つの広域事務に積極的に取り組む。 

また、分野をまたぐ広域課題（文化行政と伝統産業、映像・アニメ等のコンテンツ、

食、観光との連携、広域的スポーツツーリズムのプログラム創出における観光資源、

文化資源との融合、災害医療体制の充実・強化等）等、分野間連携等により相乗効果

が期待できる取組については、今後とも本部事務局と分野事務局あるいは分野事務局

相互の緊密な連携を図りながら、積極的に対応していく。 

特に、今回策定した「関西創生戦略」について、政策間連携等を図りながら構成団

体と一丸となり、積極的に推進していく。 

なお、現在の７分野では対応困難な広域課題については、広域連合と構成団体等と

の役割分担や広域連合で取り組む場合のメリット・デメリット等を十分精査し、基本

方向や可能性を検討する。 
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 (2) 各分野の取組 

  ① 広域防災 

今後30年以内の発生確率が70％程度とされる南海トラフ地震、発生頻度が増大し、

激甚化している風水害等、関西における災害リスクは高まっている。また、国の行

政機関等が一極集中する首都圏で発生が予想される首都直下地震が発生すれば、国

の行政機能が低下し、関西への十分な支援が期待できないケースも考えられる。 

大規模広域災害に的確かつ機動的に対応するため、以下の重点方針に基づき、関

西全体の防災力向上に取り組む。 

また、阪神・淡路大震災への対応、東日本大震災、熊本地震、鳥取県中部地震等

への支援実績等、関西が有する災害・危機管理に関する蓄積を活かし、防災から復

興まで一連の災害対策を担う専門機関の創設や原子力防災に関する提案・申し入れ

等、国における防災・危機管理体制の充実強化に向けた情報発信を積極的に行う。 

〈重点方針〉 

  ア  大規模広域災害を想定した広域対応の推進 

南海トラフ地震等に係る図上訓練、実働訓練、ワークショップ等を通じ、「関西

広域応援・受援実施要綱」や「南海トラフ地震応急対応マニュアル」の実効性向

上を図るとともに、住民の防災意識向上に取り組む。 

被災者支援業務について、熊本地震等の経験をもとに体系的に整理するととも

に、研修プログラム開発等を通じて圏域内の自治体における災害対応の標準化・

共通化を進めることにより、応援・受援の円滑化・効率化を図る。 

原子力災害に対しては、広域避難訓練等で得られた課題を検証し、「広域避難ガ

イドライン」の所要の見直しを行うことにより、原子力防災に関する更なる実効

性の向上を目指す。 

大規模災害（首都直下地震・南海トラフ地震）の発生に備え、九都県市と具体

的な応援・受援の手順・手法等について検討を進める。 

これらの取組を踏まえ、「関西防災・減災プラン」「関西広域応援・受援実施要

綱」の不断の見直しを図る。 

  イ  災害時の物資供給の円滑化の推進 

東日本大震災、熊本地震における物資供給の状況を踏まえ、民間事業者等との

連携強化により「物資円滑供給システム」の実効性の確保を図るほか、具体的な

基幹的物資拠点の運用手続きや運営方法等について、マニュアル作成に取り組む。 

  ウ  防災・減災事業の推進 

「帰宅支援ガイドライン」に基づき、各自治体や企業等が取り組む帰宅困難者

対策への支援を行うとともに、外国人観光客を含めた外来者に対する情報提供の

仕組みを構築する。また、災害時帰宅支援ステーション事業の普及・啓発を図る。 
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また、新型インフルエンザや口蹄疫等のさまざまな危機事象に対応するため、

他の分野局や関係機関との連携を図る。 

引き続き、総合的・体系的な研修実施により、防災担当職員等の災害対応能力

の向上を図るとともに、広域防災に関する諸課題に対応するための調査研究を行

う。 

【構成団体が行う事務】※当該広域事務に参加していない構成団体は除く（以下同様） 

大規模広域災害時には、「関西防災・減災プラン」に基づき、救援物資の供

給、応援職員の派遣、広域避難等について、応援・受援を行い、関西が一丸と

なって災害対応にあたる。 

  平常時には、広域連合が実施する訓練・研修への参画や住民への普及・啓発

等、「関西防災・減災プラン」に定める防災・減災事業に取り組み、関西全体

としての災害対応能力の向上を図る。 

 

  



14 

 

② 広域観光・文化・スポーツ振興 

(観光振興) 

関西には、1,000 年を超える歴史・文化から、四季折々の素晴らしい多様な自然、

さらに先端産業の集積まであり、あらゆる観光資源の宝庫となっている。いわば日本

の魅力が凝縮された関西のこれらの強みを活かして、官民が一体となり、訪日外国人

旅行者数 2020 年 1,800 万人を目指し、持てる力を結集して文化と観光を振興する。 

このため、「関西国際観光推進本部」の体制を改組し、広域連携ＤＭＯとして設立

する「関西観光本部」を中心に、「ＫＡＮＳＡＩ」ブランドを海外に向けて戦略的に

発信する取組を展開するとともに、あわせて、2019 年から開催される大規模な国際

スポーツイベントに向けた取組を推進するため、以下の重点方針に基づき取り組む。 

〈重点方針〉 

訪日外国人旅行者数１，８００万人を目指して 

世界における国際観光圏「ＫＡＮＳＡＩ」ブランドの一層の浸透を図り、「アジア

の文化観光首都」として関西への訪日外国人旅行者数 1,800 万人を目指す。 

ア 多様な広域観光の展開による関西への誘客 

関西の多彩な魅力をつなぐ広域観光周遊ルート｢美の伝説｣を、ターゲット国の

嗜好に合わせて売り込むとともに、位置情報システム等の先端技術も活用した、食

文化・エコツーリズム・ジオツーリズム・医療観光・産業観光等、関西の強みを活

かした広域観光周遊ルートの造成や、大規模スポーツイベントと連動したスポーツ

ツーリズムの取組等、都市と地方をつなぎ、外国人観光客の均整を図る多様な広域

観光の展開により、関西への誘客を図る。 

イ 戦略的なプロモーションの展開 

東アジア・東南アジア・欧米豪等における海外観光プロモーションや、関西の

認知向上に向けたデスティネーション・キャンペーンの展開、旅行会社と連携した

海外旅行博や商談会でのセールス、また、香港・台湾・シンガポール等へのドライ

ブツアーの売り込みやムスリム受入ファムトリップの実施等、訪日旅行者の増加・

拡大を図るための戦略的なプロモーションを展開する。 

ウ 外国人観光客の受入を拡大し、周遊力・滞在力を高める観光基盤の整備 

外国人観光客の受入を拡大するため、宿泊施設不足の解消に向けたホテルの誘

致や、関西の空の玄関口である関西国際空港への高速交通アクセスの向上、地方空

港への国際線の誘致・クルーズ船受入の更なる拡充、ハラル認証への対応や祈祷室

の設置等のムスリム旅行者対応の拡充等を推進する。 

また、ドライブ旅行に必要なレンタカー利用環境の充実、ＩＣＴ（ＡＲ等）を活

用した案内表示の多言語対応、ＩＣ系交通パスの利用エリアや無料Ｗｉ－Ｆｉのア

クセスポイントの拡大によるシームレスな移動環境の整備等、周遊力、滞在力を高

めるための基盤整備に取り組む。 
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エ 東京オリンピック・パラリンピック等を見据えた文化・スポーツ観光の展開 

2019 年の「ラグビーワールドカップ 2019」、2020 年の「東京 2020 オリンピック・

パラリンピック」、2021 年の「ワールドマスターズゲームズ 2021 関西」等、国際的

なスポーツ大会の開催に向けて、世界遺産や日本遺産、無形文化遺産、ジオパーク、

食文化や伝統産業、マンガ・アニメやアート、祭り等、関西の文化を活かした観光

情報や、サイクリング、ウインタースポーツ等の各地で体験できるスポーツ情報の

発信に努める。 

また、「’17 食博覧会・大阪」と連携した関西の食文化の発信を活かした、関西

固有・発祥の食文化事業を展開するとともに、外国人観光客の偏在解消に向けた日

本文化を体験できる旅館等に泊まるツアー造成を推進する。 

オ 官民が一体となった広域連携ＤＭＯの取組の推進 

広域連携ＤＭＯとして「関西観光本部」を設立し、「ＫＡＮＳＡＩ ＯＮＥ ＰＡ

ＳＳ」や「ＫＡＮＳＡＩ Ｆｒｅｅ Ｗｉ－Ｆｉ（Ｏｆｆｉｃｉａｌ）」等の観光基

盤の一層の整備・拡充を図るほか、広域観光マーケティング戦略の策定や、観光人

材の育成、効果的なプロモーション等、広域連合や経済界等の官民の取組を「関西

観光本部」を通して実現する。 

【構成団体が行う事務】 

広域観光周遊ルート「美の伝説」における各地の観光資源の磨き上げや、構

成団体が実施する海外観光プロモーションにおける関西のＰＲを行うととも

に、案内標識等の多言語対応化、無料Ｗｉ－Ｆｉアクセスポイント及び免税店

の拡大等の外国人観光客受入環境の整備を進める。 
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(文化振興) 

関西には、日本を代表する世界遺産や 1,400 年の歴史に裏打ちされた伝統芸能・

祭礼から現代芸術に至るまで、国内外の多くの人々を魅了する文化資源が数多く存

在する。「東京 2020 オリンピック・パラリンピック」や「ワールドマスターズゲー

ムズ 2021 関西」等の開催は、関西文化の魅力、素晴らしさに触れ、歴史や自然等の

多様な地域資源や日本文化の深い精神性を理解、体験してもらう絶好の機会であり、

広域観光資源として関西への誘客を進めるためには、個別の文化資源の輝きを守る

必要がある。これら国際的な注目や関西への文化庁の全面的移転を契機に、世界を

視野に「アジアの文化観光首都」としての発展を目指すため、以下の重点方針に基

づき取り組む。 

〈重点方針〉 

ア 関西文化の振興と国内外への魅力発信 

関西文化の潜在能力の大きさを活かし、関西をさらに強く発展させるため、豊

かな文化資源のプロデュースによる一体的・効果的な魅力発信を行い、これらの

取組の積み重ねによるレガシーの創出に取り組む。 

イ 連携交流による関西文化の一層の向上 

関西にしかない文化芸術の価値を高め、人々を魅了し続ける関西文化プログラ

ムを展開するために、構成団体間や官民の連携交流を通じて、文化観光や産業振

興等の他分野への波及も視野に入れた関西文化のブランド力向上に取り組む。 

ウ 関西文化の次世代継承 

関西文化の価値を再認識し文化力を底上げするため、構成団体における固有の

施策も踏まえ、未来を担う若者や子どもたちへの関西文化の継承や発展・創造等

に取り組む。 

エ 情報発信・連携交流支援・人づくりを支えるプラットフォームの活用 

関西文化の広域的な誘客効果を地域振興に波及させるため、行政や様々な分野

の専門家、関係機関等の協働により、関西文化の振興策を検討・提案するプラッ

トフォームとして設置した「はなやか関西・文化戦略会議」を活用する。 

オ 東京オリンピック・パラリンピック等や文化庁の全面的移転決定を見据えた新た

な関西文化の振興 

「東京 2020 オリンピック・パラリンピック」等の国際スポーツイベントの開催

を契機に、関西が持つ優れた文化資源や地域資源を活用し、関西に全面的に移転

する文化庁をはじめ国とも連携して新たな関西文化の振興を図る。 
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【構成団体が行う事務】 

文化振興指針「『文化首都・関西』ビジョン」の方向性を共有し、「情報発信」

「連携交流支援」「人づくり」を支える仕組みへの参画等を通じて、広域的な

視点から関西文化の振興に一体となって取り組む。また、各地域の個性あふれ

る歴史・文化資源の保存・継承等については、地域の個別実情も踏まえ、構成

団体を中心に引き続き施策を進める。 
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(スポーツ振興) 

「ワールドマスターズゲームズ 2021 関西」の開催決定を契機とする生涯スポーツ

の気運の高まりを継続的なものとするため、関西における生涯スポーツの振興によ

る元気で活力のある健康長寿社会を実現し、スポーツツーリズムを通じた交流人口

の拡大、定住促進等の地域の活性化を強力に進める必要がある。 

このため、広域スポーツの振興について、「関西広域スポーツ振興ビジョン」を踏

まえ、以下の重点方針に基づき取り組む。 

〈重点方針〉 

 ア  「ワールドマスターズゲームズ 2021 関西」の開催支援 

「ワールドマスターズゲームズ 2021 関西」の開催に向け、組織委員会及び構成

団体等との連携により大会の気運を醸成し、生涯スポーツの裾野を広げる取組を

支援するとともに、大会と連動した周遊ルートの検討等、スポーツツーリズムの

推進を図る。 

イ  「生涯スポーツ先進地域関西」の実現 

地域スポーツ活動の支援をはじめ、子どものスポーツ障害予防の重要性を周知

する事業や、防災や子育て等スポーツ以外の分野にスポーツをリンクさせた新し

いイベントを開催すること等により、子どもや子育て層のスポーツ参加機会の拡

充を図る。 

また、関西マスターズスポーツフェスティバル等の開催支援により、中・高年

のスポーツを振興するとともに、障害者のスポーツ参加の拡充や施設等のバリア

フリー化の推進、さらには関西圏域でのスポーツに関する意識等についての実態

調査や、ボランティア参加の環境整備等、地域のスポーツ振興に向けた広域的連

携による支援に取り組む。 

ウ  「スポーツの聖地関西」の実現 

インバウンドの拡大が期待できる国際競技大会や事前合宿、他府県からの訪問

者の拡大が期待できる全国大会等の招致支援や、構成団体の特性を活かせる広域

的なスポーツイベントを開催する。 

また、構成団体が連携したアスリートの育成、スポーツ指導者情報の共有化、

審判等養成講習会の共同開催等、スポーツ人材の育成を図るとともに、「ラグビー

ワールドカップ 2019」、「東京 2020 オリンピック・パラリンピック」、「ワールドマ

スターズゲームズ 2021 関西」の開催による波及効果を最大化する取組を進め、国

際競技大会等のレガシー（有形・無形の遺産）の創出を図り、市民レベルの国際

交流にもつなげていく。 

エ 「スポーツツーリズム先進地域関西」の実現 

インバウンドをはじめとしたツーリズム対策の強化を目指し、関西に集積して

いる観光資源及び文化資源を融合させた関西ブランドを理解・体験できるプログ
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ラム創出や、関西の強みである関西各地に多数ある聖地と称される各競技場を活

用した広域的スポーツツーリズムのプログラム創出等を通して、広域観光・文化

振興と連携した事業を展開する。 

また、スポーツ関連組織とのネットワーク形成に向け、企業・行政・スポーツ

選手・大学等研究機関と連携し、スポーツ関連産業の現状を把握するとともに、

産業分野と融合したスポーツ振興方策等について検討を進める。 

 

【構成団体が行う事務】 

「関西広域スポーツ振興ビジョン」を共有し、「総合型地域スポーツクラブ

等の活動支援」や「防災や子育て等スポーツ以外の分野にスポーツをリンクさ

せた新しいイベントの実施」等、各地域で開催する事業等について、広域連合

の一員として地域の特性を踏まえた具体的な事業に取り組む。 
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③ 広域産業振興 

（産業振興） 

世界の産業の潮流を見ると、ビジネスや社会のあり方そのものを根底から揺るが

す「第４次産業革命」とも呼ぶべき大変革が進みつつある。ＩｏＴ・ビッグデータ・

人工知能による変革は、従来にないスピードとインパクトで進むものと予想される

ことに加え、ロボットも、技術革新やビジネスモデルの変化に伴い進化しつつあり、

あらためて産業界の注目を集めている。これらの動向を大企業のみならず、関西の

中小企業は注視する必要がある。 

一方、人口や経済機能、産業基盤の東京への更なる一極集中等を背景に関西産業

の空洞化が進み関西の求心力低下が続いている。しかし、関西には、2,000万人超の

人々が暮らし、その経済規模はインドネシアやオランダ等の国と比肩しうる域内総

生産を誇る。また、成長が著しいアジア諸国とのつながりが強いという特徴もある。

さらに伝統工芸品から最先端製品に至るものづくり産業や各種サービス産業等、多

様な産業が集積するとともに、日本を代表する先端産業や大学・科学技術振興の拠

点が立地し、空港、港湾、鉄道等の産業インフラ面でも国内有数の基盤が整備され

ているという強みがある。 

こうした関西経済の特徴・ポテンシャルを最大限に活かし、「関西広域産業ビジ

ョン2011」で示した将来像の実現を目標に、構成団体と一体的な取組を展開すると

ともに、関係機関とも適切な分担と密接な連携を行い、以下の重点方針に基づき取

り組む。 

〈重点方針〉 

  ア  世界の成長産業をリードするイノベーション創出環境・機能の強化 

関西は、成長産業である環境・エネルギーやライフサイエンス関連産業におい

て、厚みや高い技術開発力を有し、地域に集積する大学・研究機関と連携しつつ、

最先端のテクノロジーや知見等を用いて革新的な製品等の開発を目指している。

こうした関西が強みを持つ成長産業分野において、各拠点間ネットワークの形成

等イノベーションを創出するための環境整備や機能強化を通じ、ポテンシャルを

最大限発揮し、国際的な研究開発拠点として、世界のセンター機能を果たす。 

  イ  高付加価値化による中堅・中小企業等の国際競争力の強化 

関西が日本の成長を牽引するためには産業基盤の強化が必要であり、その中核

をなす中堅・中小企業等の国際競争力の強化をはじめとした成長支援が極めて重

要である。 

そのため、関西産業の活力源である様々な業種やステージにある中堅・中小企

業等に対し、構成団体の公設試験研究機関による技術支援や、アジアをはじめと

する世界各地でのビジネス展開支援を行うとともに、規模は小さいものの優良な

中小企業のビジネスモデルの事例を広げることで、その成長を支援する。 
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ウ 「関西ブランド」の確立による地域経済の戦略的活性化 

関西に持続的な経済発展をもたらすためには、強みや魅力を有する地域として

のイメージ、すなわち関西ブランドを確立し、認知されることにより、国内外か

ら資金や人材を呼び込むことが重要である。 

このため、関西のポテンシャルを活かして地域全体の魅力を高め、多くの人を

呼び込むとともに、域内企業の他地域や海外への市場展開を拡大する必要がある。 

ものづくりやコンテンツ分野への取組だけではなく、例えば、観光・文化とも

相乗し、国内外においてプロモーションを展開することで、地域の活性化を推進

する。 

  エ  企業の競争力を支える高度産業人材の確保・育成 

前記３つの重点方針を推進する上で、高度産業人材の育成や確保は極めて重要

であり、今直面している人口減少局面においては、企業にとって一層大きな課題

となっている。関西においては、多数の高等教育機関等が立地し、留学生を含む

多くの学生が集まっており、これらの教育機関と産業界の連携を促すことにより、

市場ニーズに対応した高度産業人材の確保・育成を推進する。    

【構成団体が行う事務】 

「関西広域産業ビジョン2011」を共有し、広域連合の一員として一体的な取

組を展開するとともに、各地域の特徴や実情を踏まえた事業や構成団体の区域

内経済の活性化を目的とする事業は、引き続き構成団体が実施する。 
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（農林水産業振興） 

農林水産業は、生産者所得の減少や不安定化、就業者の減少と高齢化、耕作放

棄地の増加や森林の荒廃、漁獲量の減少といった多くの課題を抱える。 

しかし一方で、関西は古くから日本の政治・文化の中心地として栄えてきたこ

とに伴い、域内では特色ある多様な農林水産業が発展し、世界に誇る伝統ある食

文化を支えてきた。また、豊かな自然に恵まれた中山間地域と大都市周辺の農山

漁村で、それぞれ地域の特性を活かした第一次産業が営まれている。 

こうしたメリットを活かし、農林水産業を関西の産業分野の一翼を担う競争力

ある産業として育成・振興するため、「歴史と伝統ある関西の食文化を支える農

林水産業」、「異業種と連携した競争力ある農林水産業」、「都市と共生・交流

する活力あふれる農林水産業・農山漁村」及び「多面的機能を発揮する関西の農

林水産業・農山漁村」の４つの将来像の実現を目指し、構成団体及び関係機関と

連携を図りながら、以下の重点方針に基づき取り組む。 

〈重点方針〉 

ア 地産地消運動の推進による域内消費拡大 

「まず、地場産・府県産、なければエリア内産」を基本に、企業の社員食堂等

や学校給食での利用、直売所の交流促進等に取り組み、域内の農林水産物の消費

拡大を図る。 

イ 食文化の海外発信による需要拡大 

伝統ある関西の食文化を海外にＰＲすることで、それを支える関西の農林水産

物の海外における需要拡大を図る。 

  ウ 国内外への農林水産物の販路拡大 

広域ならではのスケールメリットを活かした効果的な情報発信により、国内外

への販路拡大を図る。 

 エ ６次産業化や農商工連携の推進などによる競争力の強化 

広域での農林水産業と異業種・異分野とのマッチング等により、府県域を越え

た６次産業化や農商工連携を促進し、新たな商品開発や販路開拓を進めることで

競争力の強化を図る。 

オ 農林水産業を担う人材の育成・確保 

後継者はもとより、都市住民等の新規参入、法人経営体への就業促進等、多様

な就業者の育成と確保を図る。 

カ 都市との交流による農山漁村の活性化と多面的機能の保全 

地域の活性化と多面的機能の保全を図るため、情報発信やイベントの開催等を

通じ、都市農村交流活動を促進する。 
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【構成団体が行う事務】 

「関西広域農林水産業ビジョン」を共有し、広域連合の枠組みにおいて実施

する事業に対し、その一員として取り組む。各地域の特徴や実情を踏まえたも

のについては、引き続き構成団体が実施する。 
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④ 広域医療 

広域救急医療連携を推進するため、「ドクターヘリを活用した広域救急医療体制の

充実」や、東日本大震災等の課題や異常気象（ゲリラ豪雨、暴風雪等）への対応を

踏まえた「広域災害医療体制の充実・強化」に、広域防災分野や構成団体と連携し

て積極的に取り組んできており、今後、さらに推進を図る必要がある。 

また、周産期医療や専門医療分野をはじめ、ＩＣＴを活用した次世代医療等、適

切な医療を提供できる体制の確保がますます重要となる。 

今後、引き続き、関西全体を「４次医療圏」と位置づけ、「安全・安心の医療圏“関

西”」の実現を目指し、関西地域の資源を有機的に連携させることにより、府県域を

越えた広域救急医療体制の充実、強化を図るため、「関西広域救急医療連携計画」を

踏まえ、以下の重点方針に基づき取り組む。 

〈重点方針〉 

  ア  広域救急医療体制の充実 

ドクターヘリを活用した広域救急医療体制の充実・強化に向け、連合管内にお

けるドクターヘリの一体的な運航体制の充実や、搭乗医師をはじめとした救急医

療人材の育成を図るとともに、周産期医療における連携体制の構築等、広域連携

をさらに進める。 

イ 災害時における広域医療体制の強化 

南海トラフ地震をはじめとした大規模災害発生時に迅速かつ円滑な医療が提供

できるよう、広域災害時におけるドクターヘリの効率的な運用、被災地医療を統

括・調整する災害医療コーディネーターの更なる養成や資質の向上を図るととも

に、広域防災分野と連携し、府県域を越えた広域による実践的な訓練の実施等に

より、災害医療体制の充実・強化を図る。 

また、原子力災害医療における広域連携について、各府県放射線技師会との「放

射線被ばく防止に関する包括協定」を踏まえ、引き続き広域防災分野と連携を図

りながら検討を進める。 

ウ  課題解決に向けた広域医療体制の構築 

高度専門医療分野や薬物乱用防止対策、ＩＣＴを活用した次世代医療等の広域

医療連携課題について、調査・研究及び広報を実施する。 

【構成団体が行う事務】 

「関西広域救急医療連携計画」を踏まえて、構成団体間での救急医療等を推

進するとともに、府県域を越えた広域的な課題解決に向けた支援・協力を行う。 

また、広域的なドクターヘリの運航体制の充実・強化に向け、基地病院や消

防機関等、地元関係者の調整への支援・協力を行う。 

さらに、災害医療コーディネーター養成研修を充実させるため、各構成団体

において研修機会の確保及び内容の充実を図る。 
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⑤ 広域環境保全 

地球環境問題は、防災、産業、農林水産といった広域連合が取り組む広域事務に

とって、そのベースとなる極めて重要な取組である。 

関西は、都市と農山漁村、自然が適度に分散し、生物多様性にも恵まれ、それぞ

れが比較的近接していることから、多様なライフスタイルを選択できるとともに、

各々の個性や特性を活かしたより高度な社会システムを構築できる可能性を秘めて

いる。 

さらに、今や全国に広まった「関西夏のエコスタイル」をはじめとする地球温暖

化対策、琵琶湖・淀川流域をはじめとした水資源の保全といった環境問題に積極的

に取り組む地域であることも、関西が持つ強みである。 

こうした中、地球温暖化をはじめとする環境分野における広域的課題に対応し、

東日本大震災を教訓とした、持続可能な社会づくりが求められている。 

こういった強みや教訓を活かし、「地球環境問題に対応し、持続可能な社会を実現

する関西」を目標に掲げ、「関西広域環境保全計画」を踏まえ、以下の重点方針に基

づき取り組む。 

〈重点方針〉 

  ア 再生可能エネルギーの拡大と低炭素社会づくりの推進 

情報交換会等を開催し、導入促進に関する課題や情報等の共有を図るとともに、

ポータルサイトを活用し、支援制度や先進事例等を統一的に発信することにより、

構成団体での再生可能エネルギーの導入促進を後押しする。また、暮らしや産業

活動の低炭素化や一層の省エネルギー化に係る啓発、電気自動車や燃料電池自動

車といった次世代自動車の普及啓発等、広域的な取組を行うことにより、引き続

き温室効果ガスの排出削減を図る。 

  イ 自然共生型社会づくりの推進 

平成28年３月に策定した３箇所のモデル地域における事業実施計画に基づくニ

ホンジカの試行的捕獲の実施を継続し、その結果の検証を踏まえ人材育成プログ

ラムの改善見直しを実施する。「関西地域カワウ広域管理計画（第２次）」に基づ

く広域的な視点から、効果的な対策手法の検討、統一的な手法による生息動向の

継続的な把握等を実施し、得られた情報を各関係機関が共有することによって、

関西地域全体での効果的なカワウ対策につなげていく。 

また、府県市域を越えた広域で生物多様性を保全し、豊かな生態系から得られ

る生態系サービスを維持・向上するため、「関西の活かしたい自然エリア」を普及

啓発し、各主体による持続的な保全・活用を支援する。 
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ウ 循環型社会づくりの推進 

構成団体においてマイバッグやマイボトルの持参運動等の廃棄物の発生抑制の

啓発に統一的に取り組み、関西全体でごみを出さないライフスタイルへの転換を

図るとともに、循環型社会実現に向けた取組の先進事例や課題を共有し、関西で

統一的に実施する取組の検討を進める。 

エ 環境人材育成の推進 

幼児期の気づき・感動を大切にした環境学習の推進や、地域特性を活かした交

流型環境学習等を通じ、自ら行動し、発信できる環境人材の育成を図る。 

【構成団体が行う事務】 

「関西広域環境保全計画」を踏まえ、広域連合が実施する温室効果ガスの排

出削減や廃棄物の発生抑制に向けた啓発等の取組への支援・協力や、広域連合

が方向性を示す野生鳥獣保護管理等に関して、農林水産業の振興施策と連携し

つつ、構成団体の実情を踏まえた統一的な取組を推進する。 

 また、広域連合が実施する、自ら行動し発信できる環境人材育成等の推進に

関して、構成団体が自ら率先して地域の実情に応じた取組を推進する。 
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⑥ 資格試験・免許等 

調理師法に規定する調理師、製菓衛生師法に規定する製菓衛生師及び保健師助産

師看護師法に規定する准看護師に係る試験及び免許に関する事務（養成施設及び准

看護師養成所に係る事務を除く。）並びに調理師法に規定する調理師業務従事者届出

に関する事務や資格試験事務の拡充に向けた取組について、以下の重点方針に基づ

き取り組む。 

〈重点方針〉 

  ア  資格試験・免許等事務の着実な推進 

平成 25 年度から広域連合で実施している調理師、製菓衛生師及び准看護師の資

格試験・免許等事務について、引き続き安定的な運営を確保するとともに、資格

試験・免許統合システムの処理能力の向上やセキュリティ対策の強化を図り、更

なる効率化を進める。 

  イ  資格試験事務の拡充に向けた取組 

医薬品販売に係る登録販売者試験、毒物劇物取扱者試験の実施について、構成

団体等との調整を引き続き行い、平成 31 年度において広域連合による試験の実施

を目指す。 

【構成団体が行う事務】 

調理師、製菓衛生師及び准看護師の試験、免許交付等を広域連合が実施するに

あたり、試験委員への就任及び推薦、受験願書の配布及び広報等に関する支援並

びに試験・免許事務に関する情報の共有を行う。 

あわせて、新たな資格試験事務の拡充に向けた協議・調整等を行う。 
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⑦ 広域職員研修 

広域連合における分権型社会の実現を推進するためには、職員が構成団体内にと

どまらず、“関西”という幅広い視野で広域課題に取り組むことができる能力を身

に付けることが重要である。また、広域連合の事業を円滑に行うためには職員間の

相互理解と連帯感を深めるとともに、研修の合同実施による事業の効率化という視

点も意識しながら事業実施を進めていく必要がある。 

今後は、以下の重点方針に基づき、効果的・効率的な研修に取り組む。 

〈重点方針〉 

ア  幅広い視野を有する職員の養成及び業務執行能力の向上 

政策立案研修については、関西における共通の政策課題等をテーマとした研修

に加え、政策立案に向けて全国の先進的な取組事例等を学ぶ研修を新たに実施す

るとともに、各構成団体の主催する特色ある研修等に他団体職員が受講できる取

組（団体連携型研修）においては、提供する研修メニューの多様化を図り、構成

団体職員の資質及び能力の向上を推進する。 

イ  構成団体間の相互理解及び人的ネットワークの活用 

広範な人脈づくりが期待できる政策形成能力研修における合宿や団体連携型研

修におけるグループワークを継続するとともに、これらの人的ネットワークを活

用して広域連合における事業推進に繋げていく。 

ウ  効率的な研修の促進 

    構成団体が共通して実施している専門能力を養成する研修やセミナーについて

は、インターネットによって複数会場で各構成団体の職員が一斉受講する取組（Ｗ

ＥＢ型研修）を拡大していく。 

【構成団体が行う事務】 

広域連合が行う合同研修との機能分担を図り、独自の体系のもとでそれぞれ

職員の研修を実施するとともに、職員を広域連合が実施する合同研修に参加さ

せることにより、職員の能力の向上を図る。 

また、広域連合が合同研修を実施する際には、広域連合及び構成団体間で役

割分担をしつつ、支援を行う。 
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(3) 「関西創生戦略」の推進 

「まち・ひと・しごと創生法」（平成26年法律第136号）第９条第１項に基づき、

構成団体が策定している計画との整合性を図りながら、広域連合と構成団体とが一

丸となって、「関西創生戦略」を推進し、関西圏域の地方創生を展開していく。 

事業の実施にあたっては、各分野事務局が中心となって取り組むが、広域連合の

特性を活かし、官民連携、政策間連携、地域間連携による先駆的事業を推進する。 

   

   

【参考：関西創生戦略（平成 29 年３月改訂版）における主な取組】 

 基本的方向① 国土の双眼構造を先導する取組の推進 

・政府機関等の関西への移転を推進 

・2025 年国際博覧会の誘致支援 等 

基本的方向② 日本の元気を先導する関西経済を創造 

・関西のライフサイエンス産業のポテンシャル発信 

・水素社会の実現に向けた取組の推進 

・６次産業化や農商工連携の推進などによる競争力の強化 

・都市との交流による農山漁村の活性化と多面的機能の保全 

・関西健康・医療創生会議によるイノベーション創出・推進の検討 

・女性の活躍する場の拡大に向けた取組の検討 等 

基本的方向③ 「アジアの文化観光首都」の創造 

・地域の魅力を活かす関西周遊環境整備事業の推進 

・広域観光周遊ルート「美の伝説」等誘客促進事業の推進 

・広域連携ＤＭＯ「関西観光本部」の体制確立・機能強化 

・東京オリンピック・パラリンピック等の開催に向けた関西文化の魅力発信 

・「生涯スポーツ先進地域関西」の実現 等 

基本的方向④ 防災・医療の充実による｢安全・安心圏域」の創造 

・防災庁（仮称）の設置に向けた提案等 

・ドクターヘリによる広域救急医療体制の充実 

・災害医療体制の強化 等 

基本的方向⑤ 「環境先進地域」の創造（持続可能な社会の実現） 

・地域特性を活かした交流型環境学習の推進 

・再生可能エネルギーの導入促進 等 
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３ 政策の企画調整等 

  (1) 基本的な考え方 

関西全体として取り組むべき広域にわたる行政の推進に係る基本的な政策の企画

及び調整に関する事務については、関西の共通利益の実現の観点から、広域連合委

員会で合意形成を図った上で、積極的に取り組む。 

  (2) 継続的・計画的に対応する企画調整事務 

地域の開発・振興にもつながる広域交通インフラ整備や、広域的な流域管理等、

継続的・計画的に取り組むべき企画調整事務について、引き続き対応していく。 

① 広域インフラのあり方 

関西大環状道路や放射状道路等の形成による関西都市圏の拡充、陸海空の玄関か

ら３時間以内でアクセス可能な関西３時間圏域の実現、日本海国土軸及び太平洋新

国土軸等の形成、地域を総合的に活用するための最低限のインフラ確保のため、高

規格幹線道路等のミッシングリンクの早期解消へ向け、関西一丸となった取組を推

進していく。 

また、リニア中央新幹線の大阪までの早期開業や北陸新幹線の一日も早いフル規

格での大阪までの整備は、東京一極集中を是正し、国土の双眼構造への転換を図る

ためには極めて重要なインフラ整備であることから、引き続き、その実現を国等に

働きかけていくとともに関西全体として取り組む。 

さらに、四国新幹線や山陰新幹線、関西国際空港への高速アクセス等についても、

北陸・関西・中京圏のアクセス確保等も考慮しながら関西全体の将来の広域交通網

を描く中で、長期的な観点から取組を進めていくとともに、関西主要港湾について

は、引き続き、機能強化の観点から連携施策の方向性の検討を行っていく。 

関西国際空港、大阪国際空港及び神戸空港それぞれの強みを活かした最適活用を

目指すとともに、関西圏域の空港について、効率的な活用を図っていく。 

② エネルギー政策の推進 

関西における望ましいエネルギー社会の実現を目指し、関西圏における水素エネ

ルギーの利活用の実用化に向けた広域的な取組の検討を行う。また、低廉で安全か

つ安定した電力供給体制の構築、天然ガスパイプライン整備等のエネルギー政策の

推進等について、国に対し適時・適切な提案等を行う。 

③ 特区事業の展開 

広域的な指定を受けた関西イノベーション国際戦略総合特区及び国家戦略特区を

推進するとともに、指定区域における規制改革等の実現に向けた提案を行っていく。 

④ イノベーションの推進 

「関西健康・医療創生会議」の分科会の取組を踏まえて、今後の方向性を定め、

産学官連携による少子高齢社会の健康長寿を達成する新たな産業の創造、安心で
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健康に生活できるまちづくりを目指す取組を促進する。 

⑤ 琵琶湖・淀川流域対策 

琵琶湖・淀川流域の抱える諸課題の解決に向け、政策決定に資する客観的根拠を

準備するための基礎的調査を行うとともに、広域連合として優先的に取り組む課題

を絞り込み、具体的な解決策の検討を進める。 

なお、研究対象は琵琶湖・淀川流域とするが、管内の他流域でも参考となるよう

留意して検討を行うこととする。 

  ⑥ 「ワールドマスターズゲームズ 2021 関西」の開催支援 

    「ワールドマスターズゲームズ 2021 関西」は、スポーツツーリズムの推進や関

西文化の世界に向けた発信等により、関西地域の活性化やその知名度向上が図られ

ることから、大きな意義を有する大会である。 

    そのため、大会の成功に向け、広域連合として、スポーツツーリズムの推進や参

加者等へのおもてなしとあわせ、海外からの参加者等のための防災・医療体制の構

築、スポーツ関連産業の振興、必要となるインフラ整備に向けた国への要請等、必

要となる支援を行う。 

  ⑦ 2025 国際博覧会の大阪への誘致 

国際博覧会を関西で誘致することは、国土の双眼構造の構築の実現に寄与するも

のであり、関西の素晴らしさを世界の人々に理解してもらう絶好の機会となり、関

西全域で新たな観光や産業のイノベーションが期待できるなど、大きな経済効果を

もたらすとともに、関西の知名度向上にも大きく貢献する。 

そのため、広域連合として、国際博覧会開催の意義に賛同するものであり、大阪

府市や関西経済界とともに、国際博覧会の誘致実現に向けた取組を積極的に行う。 

 (3) 新たな広域課題への対応 

このほか、継続的・計画的に対応する必要が生じた新たな課題についても、政策

の企画及び調整に関する事務として取り組む。 
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４ 分権型社会の実現  

 (1) 基本的な考え方 

政府機関等の移転に向けた取組等、国土の双眼構造の実現に向けた取組について、

経済界をはじめ、各種団体と連携して積極的に進める。 

関西としてのビジョンや方向性を示し、そのために必要な国出先機関をはじめとし

た国の事務・権限の移譲を求めていく一方、広域的な政策課題の解決に向け、広域連

合の役割等を含めた広域行政のあり方の検討を行い、広域行政を担う責任主体として

の広域連合の存在感等の更なる向上を図り、国からの事務・権限の受け皿たり得るこ

とを示す。 

これらの取組を通じ、中央集権体制と東京一極集中を是正し、個性豊かで活力に満

ちた関西を実現するとともに、自ら政策の優先順位を決定・実行できる分権型社会の

実現を目指していく。 

(2) 「国土の双眼構造の実現」に向けた取組  

① 政府機関等の移転 

構成団体の移転実現に向けた取組について、国土の双眼構造の実現に加えて、

地方創生の観点からも実効性のある取組となるよう支援するとともに、関西に移

転したことによる機能向上が図られるよう、「政府機関等対策プロジェクトチーム」

が中心となり、構成団体と連携して関西の特色を活かした施策を検討し、その実

現を図る。 

ア 「地域文化創生本部（仮称）」との連携及び文化庁の早期全面的移転の推進等 

文化庁の京都への早期全面的移転を推進するため、オール関西で支援する。

平成 29 年度は先行的に移転、設置される「地域文化創生本部（仮称）」と連携

し、関西から文化の力で日本を元気にする取組を展開する。 

また、文化庁の抜本的な組織改編の検討と並行して検討を進めることとされ

ている(独)日本芸術文化振興会、(独)国立美術館、(独)国立文化財機構の移転

についても、文化行政の関西からの発信のためには必要不可欠であることから、

早急に移転を行うよう要請していく。 

イ 消費者庁の全面的移転の推進等 

消費者庁について、「消費者行政新未来創造オフィス(仮称)」を平成 29 年度

に徳島県に設置し３年後を目途に検証、見直しを行うこととされており、その

機能の一部移転にとどまることがないよう、各省庁が行う関係者とのネットワ

ーク整備や、分析・研究、実証実験等のプロジェクトに協力し、全面的な移転

実現に向け、オール関西で支援を行う。 

その一環として、広域にわたる消費者被害事案に対応するため、構成団体内

での被害事案の情報共有を図ることは、消費者行政先進地域“関西”をＰＲす

ることにもつながり、消費者庁移転に向けた機運醸成も図られることから、そ
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の取組を検討する。 

また、徳島県での研修の実施や先駆的な商品テストのプロジェクトを実施す

ることとされた(独)国民生活センターについても、研修への参加や大学、医療

機関、研究施設等の活用等について、構成団体と連携しながら協力していく。 

    ウ 「統計データ利活用センター（仮称）」設置に向けた取組支援等 

総務省統計局についても、「統計データ利活用センター（仮称）」を和歌山県

に設置し、統計ミクロデータ提供等の業務を平成 30 年度から実施することとさ

れていることから、その取組への支援を行う。 

また、総務省統計局と密接に連携し一体的に具体的な取組を行う(独)統計セ

ンターについても、総務省統計局と同様、その取組を支援する。 

    エ その他の中央省庁の移転に向けた取組 

 関西において移転を求めた特許庁、中小企業庁及び観光庁の３省庁について、

大阪府が要望している特許庁については、（独）工業所有権情報・研修館の「近

畿統括拠点（仮称）」を設置することとされたほか、中小企業庁及び兵庫県が要

望している観光庁については、地方支分部局等の体制整備を図ることとされた。

今後は、まずはその取組が地方創生の趣旨に基づいて実現されること、将来的

にはこれらの省庁の関西への移転について引き続き要望する。 

 あわせて、その他の省庁については、「政府関係機関移転基本方針」の決定に

より実施することとされた各省庁の地方移転に関する社会実験が未着手である

ことから、速やかな着手についても実現を目指す。 

    オ 研究機関・研修機関等の移転実現に向けた支援 

全部移転または一部移転、共同研究等が決定している研究機関・研修機関等

について、関係府県と連携し、その実現に向けた支援を実施していく。 

   <政府関係機関移転基本方針（平成 28年 3 月まち・ひと・しごと創生本部決定）> 

    （独）国立環境研究所：湖沼環境研究分野の研究連携拠点の設置（滋賀県） 

    （独）情報通信研究機構：関西文化学術研究都市における共同研究の展開等（京都府） 

    （独）理化学研究所：関西文化学術研究都市における共同研究の展開等（京都府） 

科学技術ハブ推進本部関西拠点の設置（兵庫県） 

    （独）医薬基盤・健康・栄養研究所：国立健康・栄養研究所の全部移転（大阪府） 

    （独）農業・食品産業技術総合研究機構：ナシ研究の連携拠点の設置（鳥取県） 

    （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構：職業能力開発総合大学校の調査・研究機能の

一部移転（鳥取県） 

② 「防災庁（仮称）」の設置に向けた提案等 

防災から復興まで一連の災害対策を担う「防災庁（仮称）」の関西への設置につ

いて、引き続き提案等を進める。 
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③ 首都機能バックアップ拠点への位置づけ等 

関西を首都機能のバックアップ拠点として位置づけること、人・企業・大学の

地方分散の促進に向けた税制措置等の充実について、引き続き国等に対して要望す

る。 

(3) 国出先機関の移管をはじめとした国の事務・権限の移譲等 

① 国出先機関の地方移管 

国の出先機関の‘丸ごと’移管をはじめ、更なる国出先機関の地方移管の実現に

向け、構成団体等と連携した取組を進める。 

あわせて、関係機関や住民の理解を得ることも必要であることから、広域連合へ

国出先機関が移管された場合のメリットや海外事例等を収集し、発信していく。 

② 国の事務・権限の移譲 

引き続き、国が実施する地方分権改革に関する提案募集制度を活用し、府県域を

越える行政課題に対応する広域連合に相応しい大括りの事務・権限の移譲を求めて

いく。 

その際には、関西としての将来的なビジョンや方向性を示し、国との新たな関係

性を構築するという観点から提案していく。 

あわせて、国出先機関の地方移管や国の権限移譲の実現につながる他の有効な手

段についても検討を行う。 

③ 広域行政のあり方の検討 

国からの事務・権限の移譲が進んでいない中で、「道州制のあり方研究会」の成

果も踏まえ、海外の事例等も参照しながら、連合域内に存在する広域的な課題の解

決に向け、広域連合の役割や執行体制を含めた広域行政のあり方を検討する。 

これらにより、広域行政を担う責任主体としての広域連合の存在感・信頼感の更なる

向上を図り、国からの事務・権限の受け皿たり得ることを示す。 

５ 今後の実施事務のあり方 

資格試験・免許等事務について、事務の一元化による更なる事務処理の効率化を図

るため、医薬品販売に係る登録販売者試験及び毒物劇物取扱者試験の平成31年度から

の実施を目指す。 

公設試験研究機関の更なる連携強化に向け、今後、現状の割増料金解消や研究成果

の発表会、共同研究等の取組について継続するとともに、このような取組の各種公設

試験研究機関への拡大等について、構成団体との調整を行いながら、検討を深めてい

く。 
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第５ 関係団体等との連携・協働 

１ 基本方針 

今後も引き続き、「広域連合が目指すべき関西の将来像」の実現を目指し、経済界や

連携団体、国、市町村との連携・協働等を積極的に推進していく。 

また、住民等に対し広域連合のメリットや、広域事務の情報発信等を積極的に行い

住民理解の促進を目指すとともに、住民意見の広域連合の施策等への反映を図る。 

２ 官民連携の推進 

 (1) 基本的な考え方 

広域連合はこれまで、「国土の双眼構造の実現」に向け、経済界と一体となった国等

への要望活動や、観光分野における関西観光本部、健康・医療分野における関西健康・

医療創生会議の設立等、官民連携のモデルとなるような先進的な取組を行ってきた。 

今後も引き続き、関西地域の特色とも言える官民連携の取組を積極的に推進してい

く。 

 (2) 具体的な取組 

  ① 官民連携による具体的な事業展開 

   今後も引き続き、経済界との定期的な意見交換会の開催を通じ、広域連合の取組

への理解を進めるとともに、必要に応じて「官民連携組織」を設置し、官民が連携

したオール関西の取組の着実な推進を図る。 

  ② 「国土の双眼構造」の実現に向けた取組 

文化庁の京都への全面的な移転をはじめとした政府機関等の移転については、

「政府関係機関の地方移転にかかる今後の取組について（平成 28 年９月 1日まち・

ひと・しごと創生本部決定）」に記載された具体的な取組の推進や、「防災庁（仮称）」

の関西への設置に向けた提案等、国土の双眼構造の実現に向けた取組について、引

き続き経済界をはじめとした各種団体と一体となり、積極的に進める。 

③ 関西への大規模イベント・国際会議等の誘致等 

「ワールドマスターズゲームズ 2021 関西」の誘致実現等の実績を踏まえ、大規模

イベント・国際会議等の開催にあたり、構成団体において誘致活動を行う場合には、

当該団体の合意を得た上で、経済界をはじめとした各種団体と連携した支援活動を

展開する。 

「ワールドマスターズゲームズ 2021 関西」は、スポーツツーリズムによる関西

地域の活性化等の契機ともなるため、経済界と一体となり、成功に向け支援を行う。 

 2025 国際博覧会の大阪への誘致は、関西の素晴らしさを世界の人々に理解しても

らう絶好の機会となり、関西全域に新たな観光や産業のイノベーションが期待でき

ることから、経済界と一体となってその実現に取り組む。 
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  ④ 女性の活躍する場の拡大に向けた取組 

    経済界と共同して「女性の活躍推進会議（仮称）」を設置し、女性の活躍する場

の拡大に向け具体的な検討を行う。 

       また、経済団体が実施している男性の意識改革を目的とした研修会や、女性ネッ

トワーク構築を目的とした交流会等への構成団体職員の参加を促進する。 

  ⑤ 民間の創意工夫・ノウハウ等の活用の検討 

    広域連合の今後の事業展開や分権型社会の実現のため、経済界と一体となり、民

間資金や、その経営能力・技術的能力をはじめとした民間の創意工夫やノウハウ、

経験等の活用について検討を進めていく。 

  ⑥ 海外との交流促進に向けた取組 

ビジネス環境における国際的な基準やトレンドへの対応、海外企業の関西進出及

び高度人材受入の障壁緩和に向けた行政の取組、国際的なスポーツ大会の開催を通

じた交流などについて、経済界と継続的に情報共有する場を設定し、官民連携によ

り海外との交流を促進する。 

また、在日米国商工会議所（ＡＣＣＪ）等の海外の経済団体との意見交換等を通

じた外資系企業の関西での企業活動の更なる展開、海外の高度人材の集積を促進す

る。 

３ 住民等との連携 

 (1) 基本的な考え方 

   広域連合は、2,000 万人を超える住民を擁する広域自治体であり、ドクターヘリに

よる広域救急医療体制の充実や准看護師や調理師等の資格試験・免許等事務等、住

民と密接不可分な事務を実施するとともに、今後、「ワールドマスターズゲームズ

2021 関西」の開催支援や関西観光本部による取組等、住民と連携・協調が必要な事

務の増加が想定される。 

また、広域連合による取組では、単独の府県では実現困難な事業展開や広域課題の

調整を迅速に実施できること、地域の実情やニーズを踏まえた事業実施が可能になる

こと等、域内の住民にも多くのメリットがあるものと考えられる。 

こうしたことから、広域連合の事業展開にあたっては、住民との連携・協調に積極

的に取り組むことが必要になる。また、域内の住民に対し、広域連合のメリットや取

り組んでいる様々な広域事務の情報発信を行い、住民理解を促進するとともに、住民

意見を的確に反映していく必要がある。 

(2) 具体的な取組 

 ① 住民等への情報発信    

住民が積極的に広域連合に関わる場面が少なく、住民の認知度が低い現状を踏ま

え、住民にわかりやすい情報発信を行い、住民の理解促進を図る。 
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大規模イベントでの出展や出前講座、分かりやすいホームページ等により、資格

試験、災害対応やドクターヘリの運航、観光・文化振興等、住民に身近な取組を中

心に、構成団体とも連携しながら情報発信を行う。 

情報発信にあたっては、広域連合設立５周年を機に、広域連合の知名度・イメー

ジアップのため公募により決定した広域連合シンボルマークを活用する。 

② 住民意見の反映 

  広域連合が取り組む基本的な施策や条例等の立案過程において、今後も引き続き

パブリックコメントを実施するなど、構成団体内の住民意見の反映に努め、広域連

合の政策形成過程における透明性、公正性の向上を図る。 

③ 広域連合協議会による意見聴取   

広域連合の事業は、住民や学識経験者等で構成する広域連合協議会（以下、「協議

会」という。）からの意見等も踏まえ、取り組んでいる。 

協議会の運営にあたっては、時宜に適したテーマ設定に努めるとともに、今後も

より多様な住民意見を反映できるよう、「若者世代による意見交換会」を開催し、若

年世代の意見の反映を目指すほか、女性委員の構成割合を高めるとともに、外国人

の参画等も検討する。さらには、必要に応じ専門部会を設置し、意見を聴取する。 

４ 市町村との連携   

 (1) 基本的な考え方 

広域連合の区域には、約 240 の市町村があるが、南海トラフ地震等の大規模広域

災害を想定した広域連合、府県、市町村の具体的な対応のシナリオ化等、市町村と

連携した事務を実施するほか、国から事務・権限の移譲を受けたり、新たな事務を

実施する際には、市町村が実施する事務との調整が必要になる。 

こうしたことから、住民に最も近い市町村ときめ細かに情報共有を図り、信頼関

係を強化していくことが極めて重要である。 

(2) 具体的な取組 

    今後も引き続き、市町村が関西全体で取り組むことが相応しいと考える課題や個

別課題について議論するなど、運営方法に工夫を加えながら、「意見交換会」の定期

的な開催等により、情報共有を図る。 

５ 連携団体との協働 

広域連合の連携団体である福井県及び三重県とは、これまで災害時を想定した広域

応援訓練への参加や「関西文化の日」への参加、「ＫＡＮＳＡＩ国際観光ＹＥＡＲ」へ

の協賛団体としての参加、軽装勤務を呼びかける「関西夏のエコスタイル」の実施等、

ともに様々な取組を行ってきた。 

今後とも連携団体との積極的な連携・協働を図っていくとともに、将来的な広域連
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合への加入を働きかけていく。 

６ 国との連携等 

本計画で掲げた関西の将来像の実現を目指し、７つの広域事務並びに広域インフラ

等の広域課題の推進や政府機関等の関西への移転、琵琶湖・淀川流域対策における課

題解決に向けた連携、文化庁移転を契機とした文化行政の展開等、各取組において、

国と積極的に連携・協力しながら取り組んでいく。 

７ 外国・国際機関との連携 

   広域連合の取組を普及・啓発し、関西地域の国際的な存在感を高めるため、領事館、

国連機関等の関西に所在する国際機関等との連携を推進する。 

第６ 広域計画の推進 

１ 行政評価 

広域連合は、構成団体の長を担当委員として設置した広域連合委員会が、全委員の

合意を原則とし、広域連合議会とともに、関西全体の広域行政を推進している。また、

事務の遂行にあたっては、協議会からの意見等を踏まえ、取り組んでいる。 

こうした体制を基本に、行政評価については、客観的な施策目標・指標のＰＤＣＡ

サイクルの強化を図り、より効果的・効率的な広域行政運営及び施策の企画立案に活

用する。 

また、広域計画等のフォローアップを行うため「関西創生会議（仮称）」を設置し、

「広域連合が目指すべき将来像の実現」に向け、その達成状況について評価・検証等

を行い、適切な推進を図る。 

２ 広報・広聴活動の充実 

広域連合への住民理解の促進を図るため、広報活動を充実するとともに、住民意見

の施策等への反映を図るため、構成団体とも連携して積極的に広聴に取り組む。 

３ 分野別計画の推進 

さらには、広域計画と分野別計画の一体的推進に取り組み、分野別計画についても

広域計画の３年ごとの見直しとあわせ、必要に応じて進捗状況の評価等を実施する。 

４ 連合委員の事務分担の見直し 

必要に応じて連合委員の事務分担の見直し等を行う。 
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【参考１：対象区域】 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［構成団体の状況］ 

地域 人口（万人） 面積（km2） 総生産（億円） 

滋賀県 141  4,017  59,681  

京都府 261  4,612  98,254  

 京都市 148  828  

大阪府 884  1,905  373,150  

 大阪市 269  225  

堺市 84  150  

兵庫県 553  8,401  192,325  

 神戸市 154  557  

奈良県 136  3,691  35,206  

和歌山県 96  4,725  35,833  

鳥取県 57  3,507  17,676  

徳島県 76  4,147  29,371  

合計 2,205  35,005  841,496 

※１ 四捨五入のため、合計値が合わない場合がある。 

※２ 構成指定都市の人口・面積・総生産は、構成府県の数値に含まれている。 

  （構成指定都市の数値は構成府県の内数） 

(出典)平成27年国勢調査、平成27年全国都道府県面積調、 

平成25年度県民経済計算 

【広域連合の区域】 

※国土数値情報（行政区画データ）を用いて作図 
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【参考２：構成団体分野別加入状況】 

 

構成団体 

分野別 

広域防災 

広域観光･文

化･スポーツ

振興 

広域産業

振興 
広域医療 

広域環境

保全 

資格試験･

免許等 

広域職員

研修 

滋賀県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

京都府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

大阪府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

兵庫県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

奈良県 ○ ○ 
     

和歌山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

鳥取県 
 

○ ○ ○ 
   

徳島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

京都市 ○ ○ ○ ○ ○ 
 

○ 

大阪市 ○ ○ ○ ○ ○ 
 

○ 

堺市 ○ ○ ○ ○ ○ 
 

○ 

神戸市 ○ ○ ○ ○ ○ 
 

○ 

※観光振興：通訳案内士登録事務等は、府県の事務であるため構成指定都市を除く 

 広域医療：救急医療用ヘリコプター-に関する事務は、府県の事務であるため構成指定都市を除く 

※ ※ 


